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が増加してきた同県でさえも、これから人口が減

少するということである。熊本県の場合は、２０１４

年の人口は１,７９４千人（１０月１日現在）で、１９９０年

から△２.５％減少しており、２０１４年から２０４０年まで

では△１８.２％と減少幅がさらに拡大する見込みで

ある。

　都道府県別にみると、１９９０年→２０１４年で人口が

増加しているのは４７都道府県のうち１８都府県であ

り、九州では福岡県と沖縄県が増加している。１８

都府県は首都圏や関西圏、中京圏などの大都市周

辺部が多い中で、地方では人口１００万人以上の大

（１）都道府県別にみる位置づけ

　まず、図表１で１９９０年と２０１４年の都道府県別の

人口増加率と、２０１４年から２０４０年の国立社会保

障・人口問題研究所（以下、社人研）による将来

人口推計の増加率をみてみる。

　例えば、滋賀県をみると１９９０年から２４年間で

１５.８％増加しているが、２０１４年から２０４０年までの

２６年間では△７.５％と減少に転じる。東京圏の １ 

都３県を上回る人口増加率の伸びを示している同

県は、京阪神地域への通勤圏に位置し、数多くの

大型工場の立地などが進んでいる。しかし、人口
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はじめに
　日本は現在、人口減少局面に入っている。地方では人口の流出という問題を抱え、二重の意味での人口減

少に苦しむことになっている。このような中、熊本県経済の自立、そして成長のためには、若年層の県外流

出を防ぎかつその若年層の生産性を高めていく取り組みや、層の厚い高齢者層が活躍できるような環境づく

りが不可欠であると思われる。

　国においても、人口減少社会に対して地方の活力を維持発展させるために、地方において人を育て人を呼

び、仕事をつくり、まちを活性化させることを目的にした「まち・ひと・しごと創生法」（２０１４年１１月）が施

行され、各自治体が地方版の人口ビジョンと総合戦略の策定を進めている。そこで本稿では、内閣府の「ま

ち・ひと・しごと創生本部」等による分析手法を参考に、熊本県の人口動向に焦点をあてて分析を行った。
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図表１　都道府県別人口増加率（１９９０年→２０１４年、２０１４年→２０４０年）

1．熊本県の総人口



�

都市を擁する福岡県と宮城県が増加し、沖縄県

も増加が目立つ。この１８都府県のうち、沖縄県

（１６.２％）や滋賀県（１５.８％）、神奈川県（１４.０％）、

埼玉県（１３.０％）、東京都（１２.９％）、千葉県（１１.５％）、

愛知県（１１.４％）の７都県は、１割以上の伸びを

示している。中でも、沖縄県は転出者数と転入者

数がほぼ拮抗する状況にあること、また合計特殊

出生率が全国で最も高いことなどから高い増加率

を示している。

　次に、２０１４年→２０４０年をみると、すべての都道

府県で人口が減少する見込みである。その中で人

口減少が１割未満にとどまるのは５都県で、沖縄

県（△３.６％）、滋賀県（△７.５％）、愛知県（△８.０％）、

東京都（△８.１％）、神奈川県（△８.３％）のみの見

込みである。沖縄県を除く九州をみると、福岡

県が△１４.０％減少するのをはじめ、熊本県（△

１８.２％）、大分県（△１８.４％）、佐賀県（△１８.５％）、

宮崎県（△１９.２％）、鹿児島県（△２４.３％）、長崎県

（△３３.２％）となる。中でも、２割以上減少する見

込みの鹿児島県は、２０４０年時点の推計人口（１,３１４

千人）をみると、沖縄県（１,３６９千人）との人口が

逆転する。

　今後も、出生率の低下、高齢化に伴う死亡数の

増加によって人口は減少を続けると見込まれてお

り、我が国は本格的な人口減少社会が到来する。

（２）熊本県の人口推移

①１９２０年から２０４０年の推移

　熊本県の総人口の推移をみると、これまで幾度

かの人口変動期がみられる（図表２）。戦後人口が

急増したが、１９５６年の１,９０３千人をピークに減少傾

向をたどり、高度経済成長期の１９７２年には１,６７３千

人にまで減少した。この時期に人口が減少した原

因は、首都圏や関西圏など他の地域への大きな人

口流出がみられたことによる。

　その後、本県人口は増加に転じ１９９５年には１,８５９

千人にまで回復したが、２０００年まで一進一退で推

移した後、２００１年以降は再び減少傾向をたどって

いる。この間、「社会増減」の面では１９９６年以降、

１８年連続で流出超過となり、「自然増減」は１９６０

年以降、４３年連続して増加していたが、２００３年以

降は死亡数が出生数を上回る自然減の状況が続い

ている（Ｐ. ７ 参照）。このように２００３年以降は、継

続的な社会減に自然減が加わっており、人口減少

が加速している。そして、社人研による熊本県の

将来人口推計の結果をみると、２０１５年から２０４０年

までの２５年間で熊本県全体の人口は３２.７万人減少

し、１,４６７千人になる見込みとなっている。

　また、１９７０年以降の年齢階層別の人口構造をみ

ると熊本県の高齢化率（６５歳以上人口が総人口に

占める割合）は、２００８年に２５％を上回り、４人に
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図表２　熊本県の総人口の推移
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→２０４０年１１.２％）は減少し続け、１５～６４歳の生産

年齢人口の比率（５８.３％→５２.４％）も減少する見込

みである。

１人が高齢者となっている。２０１４年１０月時点の高

齢化率は２８.１％であるが、高齢化率は今後も伸び

続け２０４０年に３６.４％に達するとみられている。

一方、１５歳未満の年少人口の比率（２０１４年１３.６％
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②年代別の人口構成割合

　ここで、年代別の人口構成割合と全国における

順位をみてみると、２０１４年の熊本県は、１０歳未満

（８.９％、全国７位）と１０代（９.５％、１９位）と５０代

（１２.８％、１４位）、６０代（１４.８％、２９位）、７０代以上

（２１.１％、１９位）の割合が全国より高い。一方で、

２０代（９.２％、２３位）、３０代（１１.５％、３０位）、４０代

（１２.１％、４２位）の割合は、全国平均を下回ってお

り、熊本県は年少者と高齢者が多く、働き盛りの

２０代から４０代が少ない人口構造となっている。

　次に、２０４０年の人口構成割合をみると、熊本県

は１０歳未満（７.３％、６位）、１０代（８.０％、４位）、

７０代（２９.２％、２４位）で全国平均を上回る。その

他の年代では、２０代（８.７％、１８位）、３０代（１０.１％、

２７位）、４０代（１０.９％、３７位）となり、全国平均を

下回るものの、その差が縮小する。そして、５０代

（１１.９％、２３位）、６０代（１４.０％、４６位）は全国平均

を下回り、順位も２０１４年に比べると後退する（図

表３）。

　このように、熊本県は高齢化と少子化が同時進

行し人口が減少する中で、１０代以下と７０代以上の

割合が全国より高くなる見込みである。特に、本

県は７０代以上を中心に厚みがみられる。今後は生

産年齢人口が減り働き手の大きな減少が予想され

るが、労働生産性や消費構造などへの影響が大き

い高齢層が活躍できるような環境づくりが求めら

れる。

　また、熊本県の合計特殊出生率は全国でも高い

ため１０代以下の層に厚みがみられるが、対照的に

生産年齢人口にあたる２０～４０代の少なさが目立つ。

若年層の県外流出を防ぎ、その生産性を高める取

り組みも重要となる。

１０歳未満

２０４０年２０１４年

９.２沖 縄 県１１１.７沖 縄 県１

７.６滋 賀 県２９.５滋 賀 県２

７.５佐 賀 県３９.２佐 賀 県３

７.５愛 知 県４９.１愛 知 県４

７.４宮 崎 県５９.０宮 崎 県５

７.３熊 本 県６８.９福 岡 県６

７.２鹿児島県７８.９熊 本 県７

７.２岡 山 県８８.９鹿児島県８

７.０福 井 県９８.７広 島 県９

７.０広 島 県１０８.６福 井 県１０

――――――

６.５全国平均８.３全国平均

図表３　年代別の人口構成割合と順位

１０　代

２０４０年２０１４年

９.４沖 縄 県１１１.４沖 縄 県１

８.２滋 賀 県２１０.３佐 賀 県２

８.１佐 賀 県３１０.２滋 賀 県３

８.０熊 本 県４９.９岐 阜 県４

７.９宮 崎 県５９.９山 梨 県５

７.９鹿児島県６９.８福 井 県６

７.８愛 知 県７９.８福 島 県７

７.７岡 山 県８９.８群 馬 県８

７.６福 岡 県９９.８愛 知 県９

７.５岐 阜 県１０９.７奈 良 県１０

―――９.５熊 本 県１９

７.２全国平均９.２全国平均

２０　代

２０４０年２０１４年

９.９沖 縄 県１１２.４東 京 都１

９.８愛 知 県２１１.５京 都 府２

９.７滋 賀 県３１１.２愛 知 県３

９.５東 京 都４１１.１沖 縄 県４

９.４神奈川県５１１.０宮 城 県５

９.３京 都 府６１１.０神奈川県６

９.２福 岡 県７１０.９福 岡 県７

９.２岡 山 県８１０.９滋 賀 県８

９.１埼 玉 県９１０.８大 阪 府９

９.１大 阪 府１０１０.７埼 玉 県１０

８.７熊 本 県１８９.２熊 本 県２３

８.９全国平均１０.１全国平均

３０　代

２０４０年２０１４年

１１.２沖 縄 県１１５.５東 京 都１

１１.２愛 知 県２１３.７神奈川県２

１１.０滋 賀 県３１３.６愛 知 県３

１０.８神奈川県４１３.２沖 縄 県４

１０.８東 京 都５１３.２埼 玉 県５

１０.７埼 玉 県６１３.１宮 城 県６

１０.６三 重 県７１３.１滋 賀 県７

１０.６岡 山 県８１２.９千 葉 県８

１０.５岐 阜 県９１２.９福 岡 県９

１０.５群 馬 県１０１２.８大 阪 府１０

１０.１熊 本 県２７１１.５熊 本 県３０

１０.４全国平均１２.７全国平均

４０　代

２０４０年２０１４年

１１.８埼 玉 県１１６.６東 京 都１

１１.７東 京 都２１６.５神奈川県２

１１.７愛 知 県３１５.７埼 玉 県３

１１.６神奈川県４１５.５大 阪 府４

１１.６沖 縄 県５１５.４愛 知 県５

１１.５大 阪 府６１５.４千 葉 県６

１１.５山 梨 県７１４.７兵 庫 県７

１１.５滋 賀 県８１４.３群 馬 県８

１１.５兵 庫 県９１４.３滋 賀 県９

１１.５奈 良 県１０１４.２静 岡 県１０

１０.９熊 本 県３７１２.１熊 本 県４２

１１.３全国平均１４.５全国平均

５０　代

２０４０年２０１４年

１４.６東 京 都１１３.９秋 田 県１

１３.０宮 城 県２１３.８青 森 県２

１２.６埼 玉 県３１３.７福 島 県３

１２.６愛 知 県４１３.４鹿児島県４

１２.５神奈川県５１３.４岩 手 県５

１２.４大 阪 府６１３.４山 形 県６

１２.４栃 木 県７１３.３長 崎 県７

１２.４福 岡 県８１３.１宮 崎 県８

１２.４京 都 府９１２.８山 梨 県９

１２.４茨 城 県１０１２.８北 海 道１０

１１.９熊 本 県２３１２.８熊 本 県１４

１２.４全国平均１２.２全国平均

６０　代

２０４０年２０１４年

１６.７東 京 都１１６.６秋 田 県１

１６.１富 山 県２１６.２山 口 県２

１６.０千 葉 県３１６.１高 知 県３

１６.０大 阪 府４１６.０徳 島 県４

１５.９埼 玉 県５１５.９青 森 県５

１５.８北 海 道６１５.８島 根 県６

１５.７栃 木 県７１５.８北 海 道７

１５.７香 川 県８１５.７愛 媛 県８

１５.７高 知 県９１５.７香 川 県９

１５.７神奈川県１０１５.６大 分 県１０

１４.０熊 本 県４６１４.８熊 本 県２９

１５.５全国平均１４.３全国平均

７０代以上

２０４０年２０１４年

３５.７秋 田 県１２４.８秋 田 県１

３３.３青 森 県２２４.０島 根 県２

３２.５高 知 県３２３.９高 知 県３

３２.４北 海 道４２３.０山 口 県４

３２.０徳 島 県５２２.８山 形 県５

３１.９岩 手 県６２２.６和歌山県６

３１.８山 形 県７２２.４岩 手 県７

３１.７長 崎 県８２２.３徳 島 県８

３１.５福 島 県９２１.９愛 媛 県９

３１.５和歌山県１０２１.８長 野 県１０

２９.２熊 本 県２４２１.１熊 本 県１９

２７.８全国平均１８.８全国平均

（単位：％）
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③世帯構成の変化

　熊本県内の人口はすでに減り始めているが、世
帯構成にも変化がみられる。社人研による将来
推計によると、県内の総世帯数は２０１５年までは
６８６,１２３世帯と増加するが、その後は減少に転じ
２０３５年には６２５,６６６世帯（２０１５年比△９.２％）となる
見込みである（図表４）。
　２０１５年時点の内訳をみると、単独世帯が３０.０％
と３割に達し、１人で暮らす高齢者や若年層が増
えている。夫婦二人世帯も増加し２０.６％と２割を
占め、単独世帯と夫婦二人世帯を合わせると、半
数を占めるに至っている。このうち、今後も増加
が見込まれる高齢の単独世帯は、２０１５年の約８.３万
世帯から２０３５年の約９.９万世帯へと増加する見込
みで、単独世帯における比率も４０.０％から４５.８％
へと増え、高齢の単独世帯の存在感が高まる。一
方、夫婦二人と子ども世帯は２５.６％となり、１９８０
年（３６.５％）と比べると１０ポイント近くも減少し、
将来も減少が見込まれることから家族構成が大き
く変化することがわかる。
　また、社人研推計による平均世帯人員をみると、
熊本県は、２０１５年の２.５０人から２０３５年には２.３７人
まで落ち込むことが見込まれ、全国に比べると緩
やかであるが、今後は人口減少とともに変化する
家族構成に応じた対策も求められる（図表５）。

④地域別の人口推移

　続いて、１９９０年から２０１０年の県内の地域別人口
の増減率をみると、人口が増加した地域は熊本市
と菊池地域の２地域のみで、特に菊池地域の伸び

は顕著である。一方で、水俣・芦北地域や天草地
域は２割以上減少している。
　人口の今後の推移を２０１０年から２０２０年までの１０

図表４　熊本県の世帯構成の変化（推移と将来予想）
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２０３５年２０３０年２０２５年２０２０年２０１５年２０１０年

２.３７２.３９２.４２２.４５２.５０２.５７熊本県

２.２０２.２２２.２５２.２９２.３４２.４２全　国

図表５　平均世帯人員の推移（全国、熊本県）
（単位：人）

図表６　地域別の人口推移

２０４０年２０２０年２０１０年１９９０年
地域名

２０１０年比（平成５２年）２０１０年比（平成３２年）１９９０年比（平成２２年）（平成２年）

△ １０.３６５９,１３３△ １.１７２６,４９９７.９７３４,４７４６８０,７６５熊本市

△ ２３.６８４,７６４△ ６.８１０３,４５０△ ０.０１１０,９９３１１１,０１３宇城地域

△ ２５.８１２５,２３０△ ７.８１５５,６３１△ ７.３１６８,８２１１８２,２０５荒尾・玉名地域

△ ２９.８３８,８９８△ ９.７５０,０４１△ １０.９５５,３９１６２,１５０山鹿地域

０.５１７４,９９７２.６１７８,６４２２３.１１７４,１６４１４１,５２２菊池地域

△ ２７.６４９,１２６△ ８.６６２,０１６△ １０.１６７,８３６７５,４３７阿蘇地域

△ ２３.３６７,０７７△ ６.８８１,４６０△ ２.６８７,４０２８９,７０１上益城地域

△ ２９.９１０１,５８５△ ９.３１３１,４４２△ ９.７１４４,９８１１６０,６０５八代地域

△ ４０.５３０,５４１△ １４.４４３,９３９△ ２１.５５１,３５６６５,４０１水俣・芦北地域

△ ３５.０６１,６１７△ １２.０８３,３５０△ １４.８９４,７２７１１１,２２７人吉・球磨地域

△ ４１.７７４,１７４△ １５.１１０８,０７６△ ２０.６１２７,２８１１６０,３００天草地域

△ １９.３１,４６７,１４２△ ５.１１,７２４,５４６△ １.２１,８１７,４２６１,８４０,３２６合　　計
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（単位：人、％）
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村あり、球磨村（△５１.９％）、五木村（△５８.１％）

は５割超減少する見込みである。

　また、人口の減少段階は年齢３区分（年少人口、

生産年齢人口、老年人口）の推移によって、３つ

の段階を経て進行するとされている。これを、次

頁図表９で２０１０年時点の人口と社人研推計（２０４０

年）との比較をもとに、熊本県内の市町村にあて

はめてみる。

　老年人口が増加し、年少・生産年齢人口が減少

する「第１段階」は、１５市町村（３３.３％）があて

はまる。熊本市や菊池地域の合志市、菊陽町など

年間と、２０１０年から２０４０年までの３０年間の人口増

減率でみてみると、２０２０年にかけて人口が１.１％減

少する熊本市が２０４０年にかけて減少幅が拡大し、

２０４０年時点では菊池地域のみが増加するものの、

その増加幅は縮小する。一方で、ほとんどの地域

で減少幅が拡大する中、２０４０年までの３０年間で３

割以上落ち込む地域は、人吉・球磨地域、水俣・

芦北地域、天草地域となり、特に県南地域で人口

減少が進むとみられる（前頁図表６）。

　次に、図表７と図表８で市町村別に２０１０年と比

較した２０２０年と２０４０年の人口推計による増減率

をみてみる。２０２０年では、増加するのは菊陽町

（２０１０年比＋８.３％）、大津町（＋６.７％）、合志市

（＋５.６％）、西原村（＋３.７％）、嘉島町（＋０.５％）

の５市町のみとなる。一方で減少するのは、最も

減少率が大きい五木村（△２３.８％）をはじめ、４０

市町村で減少する見込みである。　

　続いて２０４０年の増減率をみると、増加するのは

菊池地域の菊陽町（２０１０年比＋１４.６％）、大津町

（＋１２.６％）、合志市（＋６.８％）、西原村（１.８％）

の４町村となる。熊本市周辺部に位置するこの４

市町村は、競争力のある進出企業が数多く立地し

ている。一方で、嘉島町（△２.９％）をはじめ４１市

町村で人口が減少し、減少幅が拡大する。１～３

割減少するのが２０市町村、４～５割減少が１９市町

図表８　熊本県内市町村の将来人口推移（２０１０年比）
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合志市合志市

西原村西原村
益城町益城町

山都町山都町
御船町御船町
甲佐町甲佐町

宇土市宇土市

宇城市宇城市
美里町美里町

氷川町氷川町

八代市八代市

五木村五木村

水上村水上村

湯前町湯前町

多良木町多良木町
あさぎり町あさぎり町
錦町錦町人吉市人吉市

山江村山江村
相良村相良村

球磨村球磨村
芦北町芦北町

津奈木町津奈木町

水俣市水俣市

上天草市上天草市

天草市天草市

苓北町苓北町

荒尾市荒尾市荒尾市
長洲町長洲町長洲町 玉名市玉名市玉名市

南関町南関町
和水町和水町

山鹿市山鹿市山鹿市

菊池市菊池市菊池市

小国町小国町

南小国町南小国町南小国町

産山村産山村
阿蘇市阿蘇市阿蘇市

玉東町玉東町玉東町

熊本市熊本市

合志市合志市
菊陽町菊陽町

大津町大津町

西原村西原村南阿蘇村南阿蘇村南阿蘇村 高森町高森町

山都町山都町

益城町益城町

御船町御船町御船町
甲佐町甲佐町甲佐町

宇土市宇土市

宇城市宇城市宇城市
美里町美里町

八代市八代市八代市

五木村五木村

水上村水上村

湯前町湯前町

多良木町多良木町
あさぎり町あさぎり町あさぎり町
錦町錦町人吉市人吉市

相良村相良村
山江村山江村山江村

球磨村球磨村
芦北町芦北町

津奈木町津奈木町

水俣市水俣市

上天草市上天草市

天草市天草市

苓北町苓北町

荒尾市荒尾市

長洲町長洲町 玉名市玉名市

南関町南関町
和水町和水町山鹿市山鹿市

玉東町玉東町

菊池市菊池市

小国町小国町

南小国町南小国町

阿蘇市阿蘇市
産山村産山村

熊本市熊本市
菊陽町菊陽町

大津町大津町

南阿蘇村南阿蘇村 高森町高森町
嘉島町嘉島町 嘉島町嘉島町

氷川町氷川町

２０２０年 ２０４０年
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図表７　２０４０年の市町村別の人口増減
　　　　（上位、下位１０位　２０１０年比）

１０年比
（％）

人口
（人）市町村名順

位

１４.６４３,２５４菊陽町１

１２.６３５,１６３大津町２

６.８５８,７２９合志市３

１.８６,９１２西原村４

　△ ２.９８,４２１嘉島町５

△ １０.３６５９,１３３熊本市６

△ １３.９２８,１３１益城町７

△ １８.９３０,６００宇土市８

△ ２０.８４３,８２７荒尾市９

△ ２２.０１３,９５９御船町１０

１０年比
（％）

人口
（人）市町村名順

位

△ ４１.７１１,２６８芦北町３６

△ ４１.７５１,９１２天草市３７

△ ４２.４６,５６２美里町３８

△ ４２.５１７,１８９上天草市３９

△ ４２.６２,５１０湯前町４０

△ ４２.８１,３７６水上村４１

△ ４２.８４,５０４小国町４２

△ ４８.７８,７１２山都町４３

△ ５１.９２,０４４球磨村４４

△ ５８.１５０５五木村４５



�

少により自然増が縮小する中、社会減が続いたこ

とから人口の増加幅は減少傾向をたどり始める。

そして、１９９３年から１９９５年まで②の時期となるが、

全国的にみるとバブル崩壊後の厳しい時期にあ

たっている中で、本県では出生者数が１.８万人前後

（１）自然増減と社会増減

　熊本県の人口動態を、熊本県内で出生した数と

死亡した数との差をみる「自然増減」と、就職や

就学、転勤など他地域から転入してきた人の数と、

転出した人の数との差をみる「社会増減」とに分

けて、以下でみてみる。

　図表１０は、１９６０年を始点とし２０１３年までの推移

をみたものであるが、横軸が社会増減の純増減数

を、縦軸が自然増減の純増減数を示している。熊

本県の人口動態を振り返ると、①自然増・社会減

（第１期：１９６０年～１９７５年、第２期：１９８１年～１９９２

年、第３期：１９９６年～２００２年）、②自然増・社会増

（１９７６年～１９８０年、１９９３年～１９９５年）、③自然減・

社会減（２００３年～）の時期に分けられる。

　①の第１期は、１９７２年までは出生数の増加傾向

を背景に自然増がみられたものの、高度成長期の

大幅な社会減があり、人口減少が続いた。第２次

ベビーブームの１９７３年に入ると自然増が社会減を

上回り、人口増加に転じている。

　②の１９７６年には、自然増と社会増が重なり、人

口が最も増加した年となった。１９８０年までこの時

期は続き、人口はトータルでみると安定的に推移

した。

　その後、再び①（第２期）に入り、出生数の減

が該当する。なお、大津町は老年人口とともに年

少・生産年齢人口が増加しているため、便宜的に

同段階に入れている。「第２段階」は、老年人口が

維持もしくは微減し、年少・生産年齢人口が減少

する段階で、八代市や人吉市や１０市町村（２２.２％）

が該当する。「第３段階」は、老年人口も減少し、

年少・生産年齢人口も減少する段階で、最も人口

減少が進んでいる段階であるが、水俣市や天草市

など２０市町村（４４.４％）が該当する。この段階の

市町村は、年少・生産年齢人口の減少幅も大きく、

五木村で６５.５％減少し、山都町で６２.０％減少して

いるのをはじめ５割前後となっているのが特徴で

ある。また、人口１万人未満の町村が１１町村あり、

同段階の７割強を占めている。

　今後は自治体による地域連携など、広域での人

口減少への対応も必要になると思われる。

図表９　人口減少段階別・人口規模別の市町村の状況
（２０１０年→２０４０年）

図表10　熊本県における自然増減と社会増減の推移
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2．熊本県の人口動態
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合計
熊本県内４５市町村の人口規模（２０１０年）

１万人未満１万人以上
５万人未満

５万人以上
１０万人未満１０万人以上

１５ 
（３３.３％）２８３１第１段階

１０ 
（２２.２％）２５３１第２段階

２０ 
（４４.４％）１１８１０第３段階

４５ 
（１００.０％）１５２１７２合計
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年～８０年と１９９３年～９５年の８年間しかない。

　ここで、都道府県別に直近の５年間（２０１０年か

ら２０１４年まで）の年間平均人口移動状況を図表１１

でみると、本県への転入者数が最も多いのは福岡

県で７,４５４人、転入超過者数は鹿児島県の３３８人と

なっている。一方で、転出者数が最も多いのも福

岡県で８,７６９人、転出超過者数も福岡県の１,３１５人

である。転入超過者数では、鹿児島県や長崎県な

ど熊本県に隣接する九州各県が上位にあるのが特

徴的であるのに対して、転出超過者数は、福岡県

を除いて首都圏、中京圏、関西圏が多い。

という高水準を維持したことに加え、小幅ながら

社会増がみられたことで人口増加が続いた。

　１９９６年からは再度、社会減となり①の第３期が

２００２年まで続くが、この間、１９９９年にはトータル

の人口はマイナスに転じた。なお、２０００年にいっ

たんは増加したが、２００１年以降は減少を続けてい

る。

　そして、③の時期に入る２００３年以降は、自然減

に転じており、自然減と社会減が重なる“ダブル

減”の局面が現在まで続いている。

　また、熊本県は１９６０年から２０１３年の５４年間のう

ち社会減の年が多く、社会増を記録した年は１９７６

（２）年代別の動向

　熊本県の年代別に社会移動の動向（２０１０年～

２０１４年の５年間）を図表１２でみると、１０代（５年

平均△１,７９０人）と２０代（△１,８６６人）の大幅な転出

超過が目立つ。特に、１５歳～１９歳、２０歳～２４歳の

社会減が多くなっている。これらの層は、高校卒

業後の大学進学や新卒での就職で、福岡県や首都

圏などへの転出が多いものと考えられる。これら

の層の動きをみると、進学や就職を機にした県外

への転出者が県内に戻ってくる傾向が弱まり、県

外からの新たな流入も少なくなっていると思われ

る。また、転入に関しては、県内における事業所

増設や増強などによる雇用機会が少なくなってい

ることも考えられる。

　一方、１０歳未満（３９３人）、３０代（３８５人）、４０代

（１８８人）、５０代（２９６人）では転入超過となってお

り、転勤等による社会増や子世代の随伴移動等が

みられる。また、６０代（５９６人）、７０代（７９人）も

図表12　熊本県の年代別社会移動（２０１０年～２０１４年）
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図表11　都道府県別にみた熊本県との人口移動状況（２０１０～２０１４年平均：上位１０位）

�������	
��
��������

転入超過者数順位転入者数順位

３３８鹿児島県１７,４５４福 岡 県１

２３２長 崎 県２２,６０９鹿児島県２

２１９宮 崎 県３２,４８１東 京 都３

９２大 分 県４１,６３４宮 崎 県４

５１静 岡 県５１,６０８長 崎 県５

３０佐 賀 県６１,４３７大 分 県６

２１山 形 県７１,３４８神奈川県７

１９徳 島 県８１,２３１大 阪 府８

１６宮 城 県９１,０２１愛 知 県９

１３岐 阜 県１０８４８佐 賀 県１０

転出超過者数順位転出者数順位

△ １,３１５福 岡 県１８,７６９福 岡 県１

△ ５６４東 京 都２３,０４５東 京 都２

△ ２２０愛 知 県３２,２７１鹿児島県３

△ ２１２神奈川県４１,５６０神奈川県４

△ １０８大 阪 府５１,４１５宮 崎 県５

△ ９８兵 庫 県６１,３７６長 崎 県６

△ ９０千 葉 県７１,３４４大 分 県７

△ ７０三 重 県８１,３３９大 阪 府８

△ ６２京 都 府９１,２４１愛 知 県９

△ ３６滋 賀 県１０８１８佐 賀 県１０

（単位：人）
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（３）地域別の動向

　２０１４年１０月１日時点での前１年間（２０１３年１０月

１日～２０１４年９月３０日）の人口動態を地域別にみ

ると、自然増は熊本市と菊池地域のみで、社会増

は菊池地域と上益城地域のみであった。

　社会増減を県内と県外に分けてみると、まず熊

本市は県内だけみると増加しているが、県外の減

少が大きい。菊池地域と上益城地域は県内の増加

が大きくなっている。

　また、同期間の人口動態を市町村別にみると、

自然増は６市町のみであり、社会増は１０市町村で

みられた。自然増だった６市町のうち熊本市を除

く５市町（菊陽町、合志市、大津町、嘉島町、益

城町）はいずれも社会増となっている。菊池地域

に属している菊陽町、合志市、大津町は、進出企

業を中心とした工場の集積が社会増を生み、それ

が自然増を生み出している状況がうかがえる（図

表１３）。

　内閣府の「まち・ひと・しごと創生本部」が示

している熊本県内の市町村ごとの将来にわたる自

然増減と社会増減の影響度を図る分析手法による

と、人口規模が比較的小さい市町村では、社会増

減の影響度が大きいところが多い。出生率の向上

等により自然増もしくは維持を図る施策に加え、

定住人口を増やしたり、人口流入の機会を増やす

施策が必要になってくる。

　また、比較的人口規模の大きい市町村では、社

会増減よりも自然増減の影響を受けるところが多

いようである。競争力のある産業があることなど

から、周辺地域からの人口流入がみられる市町村

が多く、低い出生率を人口流入で補う形となって

おり、子育て支援の充実などにより出生率を上げ、

自然増を図ることがより人口維持に効果的とみら

れる。

　現在、各市町村において地域の実情を踏まえな

がら、人口ビジョンや地方版総合戦略の策定が進

められている。今後、これらの動きを契機とした

人口減少に対応する取り組みにより、地域の人口

減少のスピードがより緩やかになると思われる。

国内が人口減少局面にある中で、地域における人

口減少は容易には止まらないが、若年層の流出の

歯止めや高齢者層の活用など、長期的な視点に

立った粘り強い取り組みが求められる。

おわりに

転入超過となっており、特に６０歳～６４歳の転入超

過は拡大傾向がみられ、退職を迎える世代の流入

が多いものと考えられる。８０代以上では、人数は

少ないものの転出超過が続いているのが特徴的で

あり、県外居住の子どもなどが住む地域に転出す

る人もいると思われる。

（単位：人）

社会
市町村名

自然
市町村名順位

増数増数

７３０合 志 市７００熊 本 市１

３６９菊 陽 町２８１菊 陽 町２

２６０益 城 町１７７合 志 市３

１７２大 津 町１３１大 津 町４

７３宇 土 市２７益 城 町５

５３西 原 村２２嘉 島 町６

２１相 良 村――７

１９嘉 島 町――８

１５南小国町――９

１産 山 村――１０

図表13　地域別にみた前１年間（２０１４年１０月１日時点）の人口動態

社会増減自然増減人口増減地域名
他県外県内

３５９△ １,０５７６６１△ ３７７００６６３熊本市

１０７△ １９９△ ５５△ １４７△ ５１２△ ６５９宇城地域

１０８△ ４５３△ ２８２△ ６２７△ ９０１△ １,５２８荒尾・玉名地域

６△ ８０△ １４４△ ２１８△ ３８６△ ６０４山鹿地域

１１８△ ２９９９２１,０８１３８７１,４６８菊池地域

２８３△ ２４７△ ２５２△ ２１６△ ４８３△ ６９９阿蘇地域

△ ４０△ ９４１６８３４△ ３５０△ ３１６上益城地域

△ ２５△ ２０４△ ２△ ２３１△ ８２２△ １,０５３八代地域

１９△ １２７△ １５８△ ２６６△ ４７５△ ７４１水俣・芦北地域

１２△ ４３８△ ２８３△ ７０９△ ６６０△ １,３６９人吉・球磨地域

△ ２１△ ２３１△ ６４５△ ８９７△ １,１３７△ ２,０３４天草地域
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